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１ 指針の目的と位置付け 

（１）目的 
この指針は、福知山市が保有する未利用公有財産において、行政と民間の共創によ

る施設活用を実現することを目的として民間提案制度を導入し、同制度の推進に取り

組む職員向けの指針として作成しました。 
未利用公有財産に関して、地域特有の課題解決を実現するために導入する本市の「公

共施設マネジメント民間提案制度（以下「本制度」という。）」では、多様な民間事業

者（以下「事業者」という。）の創意工夫を活かし、事業者からの効率的で質の高い企

画提案内容（以下「事業」という。）の実現するため、本指針において必要な事項を定

めます。 
（２）位置付け 

本市の公共施設マネジメント後期実施計画（以下「後期実施計画」という。）では、

総量削減をめざす量のマネジメントだけでなく、まちづくりや安心・安全に対する取

組等の「質のマネジメント」にも留意し、行政サービスの質の向上と健全財政の維持

というトレードオフ（二律背反）の両立をめざしています。 
本制度は、後期実施計画で示した「質のマネジメント」を実現するための具体的な

解決策として、事業者の参入による施設利用者の増加や収支改善、事業者の創意工夫

を課題解決に活用するための手法として導入・推進を図るものです。 
なお、本市における公民連携（ＰＰＰ）の導入検討については、令和３年４月に策

定した「福知山市サウンディングガイドライン」等を活用し、引き続き取組を行って

いきます。 

 
２ 民間提案制度の概要 

  民間提案制度とは、行政経営において行政だけで解決できない課題について民間の

ノウハウや独創性、経営資源等を活用し、行政と民間の共創により解決する手段です。

本市の未利用公有財産の施設整備等において、事業者からの提案の中で市の施策や未

利用公有財産等に関する公共施設マネジメントに大きく貢献し、財政コストの軽減に

つながる提案があればそれを選定し、事業者と市との間での対話と協議を経て提案内

容を具体化する制度です。 
  本制度の大きな特徴としては、事業者からの提案内容を知的財産として取り扱い、

関係法令上の趣旨に則りその情報及び内容を保護した上で、一定諸条件を整理した段

階で提案した事業者と随意契約を締結することです。 
  ただし、解除条件付の制度であり、事業者との協議が成立した場合においても、議

会での協議や本市を取り巻く環境・状況の変化等により事業が実施できなくなった場

合には、提案内容は具体化されません。 
  次頁に本制度のイメージ図を掲載します。 

  

第１章 公共施設マネジメント民間提案制度の概要 
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【民間提案制度】 【公募型プロポーザル】 

□福知山市公共施設マネジメント民間提案制度のイメージ図 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 「民間提案制度」と「公募型プロポーザル」の整理 
本指針で導入する民間提案制度と公募型プロポーザルの違いについて図示しました。

以下を参考としながら、課題となっている案件の整理を行ってください。 

 
 

➀ サウンディングも含め、活用手法を 

検討したい（早期に活用実現したい） 

➁ 施設の活用目的が決まっていない 

③ 課題解決の方法が分からない 

 ➀ サウンディング等を実施している 

➁ 施設の活用目的が決まっている 

③ 課題解決の方法が明確 

                    
１ 仕様が定まらず性能発注を行う 

 □利用実績が少ない。または、利用者数が 

減少傾向にある 

 □当初整備した際のニーズ（目的）と現状 

  を照らし合わせた際に、充足していない 

２ 原則、市の投資を行わない 

 □事業実施にかかる一定の投資について、 

民間事業者が負担する 

３ 利活用実現の困難性が高い 

 □行政ベースでは解決策が思いつかない 

 □活用実現に民間事業者への営業が必要 

※上の□に✔が原則として全て入れば 

「民間提案制度」で取扱う案件となります。 

 「公募型プロポーザル方式ガイドライン」 

（１）高度又は専門的な技術力、企画力、知識  

   が要求される業務  

（２）事業者の企画や発想、技術力や実績等に 

基づいて業務の実施方法等の仕様を決 

定する方が、優れた成果が期待できる 

業務 

 

 

※上記は、あくまで一般的な整理の仕方であり、個別の案件については、各事務局に 
相談のうえ、事業推進を図ってください。 

民間企業 
・〇〇のようなビジネスを公共施設でしたい。 

・地域に貢献できるようなビジネスをしたい。 

福知山市 
・民間企業のノウハウや資金を活用したい。 

・未利用公有財産を活用したい。 

公有財産等

の活用 

〇事務局：財務部 資産活用課 〇事務局：財務部 契約監理課 
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４ 事業実施までの流れ 
  本制度における事業実施の流れは、以下のとおりです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

民間事業者 福知山市 

参加事業者の募集 

事前相談・質問等の受付 

提案書類の作成 提案書類の受付 

参加資格の審査 

審査委員会の設置 

プレゼンテーション及びヒアリング（提案の審査） 

提案事業の採択 

協定の締結 

詳細協議 

具体化の決定 

（議決） 

契約の締結 

事業の実施 

（モニタリングの実施） 

提

案

者 

優

先

交

渉

権

者 

活

用

事

業

者 

３ケ月 

１ケ月 

１～３ケ月 

標準的な 

スケジュール 

↓ ↓ 

 事業実施を行う前から常に事業者からの様々なアイデアや相談の受付を行い、 

事業者とともに民間提案事業の案件抽出や諸条件の整理を行います。 

案件の決定 
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（１）案件の決定 
   部長級等で構成する公共施設マネジメント推進本部会議にて、案件の審査を 

行います。審査の事項については、①民間提案制度方式を採用する理由に関す 
ること、②参加資格要件、評価方法の方針に関すること、③その他民間提案制 
度の運用に関して必要な事項となります。 

（２）参加事業者の募集・質問等の受付 
 募集要領を公表し、参加事業者の募集を開始します。 

（３）事前相談 
    提案の受付の前に、事前相談の期間を設けます。この期間において事業実施 

の可否や実現の可能性等について一定程度まで協議します。 
（４）提案の受付 

    事前相談後、事業者からの提案の受付を行います。 
    原則、事前相談がない事業者については、提案の受付は不可とします。 
 （５）提案内容の審査・選定（優先交渉権者の決定） 

原則、提案者によるプレゼンテーションを実施し、「福知山市公共施設マネ 
ジメント民間提案制度審査委員会（以下「審査委員会」という。）」において、 
施設の価値向上や地域経済の活性化、財源負担の軽減、実現性・経営の安定性 

及び法令適合性、リスク管理等について審査し、具体化が見込まれるものにつ 
いて協議対象案件とし、提案した事業者を優先交渉権者とします。 
審査委員会は、原則として、提案内容に関連する所管部長等で構成します。 

ただし、必要に応じて外部有識者を含めることとします。 
提案について類似する応募があった場合、本指針において提案要件に定めた 

項目によって、地域課題の解決及び地域や市にとって最もメリットにつながる 
ものの観点から選択します。 

（６）優先交渉権者との協定締結と詳細協議 
   市と優先交渉権者で提案事業の実施に向けた協定を締結します。協定の締結後、

事業の実施に向けた諸条件、事業の開始時期等について詳細の内容協議を行いま

す。 
 （７）契約の締結 
    協定に基づき協議を行った結果、市と優先交渉権者の双方が合意した場合は、

活用事業の実施のための随意契約を締結します。なお、契約の内容によっては、

地方自治法第９６条第１項第６号に基づく議会の承認（※注１）が必要となるた

め、仮契約を締結し福知山市議会の議決を経た後、本契約となります。 
（８）事業の実施 

優先交渉権者は契約者となり、活用事業者として提案事業を実施します。実施 

事業は、原則５年以上とします。 
また、提案内容によっては、１０年を超える長期事業も認めます。 
なお、事業の期間については、原則、事前相談で協議し、審査委員会の段階で決

定することとします。 
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※注１ 地方自治法第９６条第１項第６号に基づく議会の承認が必要な場合 

 「条例で定める場合を除くほか、財産を交換し、出資の目的とし、若しくは支払手

段として使用し、又は適正な対価なくしてこれを譲渡し、若しくは貸し付けるこ

と。」 

  公共施設マネジメント民間提案制度で考えられるのは以下のような例です。 

  ・条例で定めた貸付や売却にかかる算定方法とは別の方法で算出した場合 

・建物の賃料を無償貸付とした場合 

  ・面積が 1件、5,000 ㎡以上の売払を行う場合 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

★ アイデアの実現に向けて 

検討しているアイデアについて、「施設の市場性」「経済性」「実現性」等を

確認したい場合は、状況に応じて暫定的に（トライアル）施設を利用していた

だく期間を設けることもあります。その際は別途、暫定利用について協議を行

います。案件抽出や諸条件整理の際に実施します。 

 

★ モニタリング（事業効果や成果の評価等）について 

事業内容によっては、市及び事業者によるモニタリングを行い、事業フレー

ムに反映・修正することがあります。 
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１ 案件の決定   

部長級等で構成する公共施設マネジメント推進本部会議にて、案件の審査を行い 
ます。以下の事項を審査します。 
①民間提案制度方式を採用する理由に関すること 
②参加資格要件、評価方法の方針に関すること 
③その他民間提案制度の運用に関して必要な事項 

 

２ 参加事業者の募集・質問等の受付・事前相談 

（１）参加者の募集方法 
   参加者募集の際は、事前に募集方法及び受付期間、必要事項等を定めた募集要 
  領及び募集公告を作成します。募集については、市の広報、市ホームページでの 

掲載等により行います。必要に応じて、記者発表等を活用して幅広く周知します。 
 （２）質問等の受付 
    質問については、質問書（様式第１号）により、質問事項を簡潔に記載するこ

ととします。質問への回答は市ホームページに掲示し、個別には回答しません。

なお、質問書に対する回答をもって、募集要領の補完、追加及び修正とします。 
また、評価基準・評価体制に関する質問、掌握事項に関する質問及びインフラ配

管図等、本来提案予定者が調べるべき事項、又は個々の企画提案により変わる建

築指導や開発指導に関する質問の回答は行いません。 
 （３）募集期間 
    募集期間は、公平性・透明性・公正性を確保するため、原則として３０日程 

度とします。また、３０日程度の募集期間を確保したうえでの月末締め等の随時 
募集も可能とします。随時募集を行う際は、事前相談を実施のうえ、「３ 提案の 
受付」に記載する提出書類の受付をもって、その月末にて募集を締め切ることと 
します。 

（４）事前相談 
事業の実現可能性を高めるため、事前の協議により案件の更なる機能向上を図

ります。事前相談は個別に実施し、相談内容は非公開とします。 
事前相談にあたり参加者が提出する書類は、次のとおりです。 
①事前相談申込書（様式第２号） 
②提案の基本事項（様式第３号） 

③グループ協議書（様式第４号）※必要に応じて提出 

④誓約書（様式第５号） 

⑤法人概要等（パンフレット等） 

（５）参加者の条件 
ア 本制度により提案を行う者（以下「提案者」という。）は、提案内容を実行 
する意思と能力（資格）を有する民間企業、ＮＰＯ法人等の法人とします。 

第２章 民間提案制度事業の導入手順 
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ただし、法人格を有しない組織については、法人に準じるような形態で持続 
的・安定的に事業を実施できるか等の観点から個別に判断することします。 

イ 提案者は、単独又はグループ（複数の企業・団体等の共同体をいう。）とし、 
グループで応募する場合には、参加表明時に提案者の構成員全てを明らかに 
し、各々の役割分担を明確にすることとします。 

ウ 提案者は、市及び必要に応じて施設管理者・指定管理者等との協議・調整 
を行い、具体化に向けた諸条件の変更等について柔軟な対応ができる者とし 
ます。 

 
３ 提案の受付 

（１）受付 
    事前相談後、事業者からの提案を受け付けます。 

原則、事前相談がない事業者については、提案の受付は不可とします。 
（２）提出書類 

    提案にあたり提案者が提出する書類は、次のとおりです。 
①提案概要（様式第６号） 

②企画提案書（様式第７号） 
 ・提案趣旨書（様式第８号の１） 
 ・事業計画書（様式第８号の２） 
 ・資金計画書（様式第８号の３） 
 ・収支計画書（様式第８号の４） 
 ・施設活用計画図（様式第８号の５） 
 ・不動産賃借申出価格調書（様式第８号の６） 
③会社・法人の登記事項証明書 

④市税納税証明書（市区町村で発行する滞納がない証明） 

⑤消費税等納税証明（その３ 未納税額のない証明用） 

⑥過去３カ年の決算関係書類（財務４表）  

     ※設立３年未満の場合は、設立から提案時点までのもの 

 
４ 提案要件 

（１）提案内容の要件 
   提案内容については、以下の要件をすべて満たすものとします。 

ア 市が保有する未利用公有財産等（建物・土地）において、民間活力の導入 
により施設整備・施設維持等で大幅な活用が図られるもの 

イ 市の公共施設マネジメントに資するもの 
ウ 市の新たな財政支出又は維持経費の増加を伴わないもの。ただし、提案事 
業を実施した結果、将来的な事業効果や財政負担の低減が示された上で業務 

    改善等が図られる提案については、新たな財政支出を排除するものではあり 
ません。 
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エ 市との協議過程を経て、提案者自らが確実に実施できるもの 
（２）提案の対象外となるもの 

以下のいずれかの要件に該当するものは、提案の対象外とします。 
ア 単に事業（施設）の廃止に関する提案 
イ 既にＰＰＰを導入している事業で、単に事業実施者となろうとする提案 
ウ 既存の委託事業を単に安価で受託しようとする提案 

  エ 事業者が実施することが適当でない事業（もっぱら公的機関が実施するこ 
とが法令等により義務づけられている事業等）を含む提案 

（３）提案者資格 
    提案の期間において、次の要件のいずれかに該当する者は、提案者及び提案者

の構成員になることができません。 
   ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規 

定に該当する者 
   イ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て 

をしている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手 
続開始の申立てをしている者 

   ウ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号、

以下「法」という。）第２条第１項第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」と

いう。）に該当しないほか、次に掲げる者（次のいずれかに該当した者であって、

その事実がなくなった後２年間を経過しない者を含む。）に該当する者  
       ①法第２条第１項第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）  
       ②法人の役員若しくはその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者

が暴力団員である者又は暴力団員がその経営に関与している者 
       ③自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与え

る目的をもって暴力団の活用等をしている者  
       ④暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等、直接

的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者  
       ⑤暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者  
       ⑥暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に活用している者  
       ⑦暴力団及び①から⑥までに定める者の依頼を受けて企画提案に参加しよう

とする者 
   エ 市区町村税、消費税及び地方消費税を滞納している者 
   オ 宗教活動又は政治活動を主たる目的としている者 
   カ 銀行取引停止、主要取引先からの取引停止等の事実があり、客観的に経営 

状況が不健全であると判断される者 
   キ 法令等の規定により許認可等が必要とされる場合において、許認可等の条 

件となる免許を有する意思のない者 
   ク 前各号に掲げるもののほか、その他の理由により市長が特に適当でないと認

める業種及び事業者 
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（４）提案内容の期間 
    提案（契約）内容の期間は、原則５年以上とし、市との協議により決定します。 
（５）提案の留意事項 

   ア 事業実施の際には、可能な限り市内業者との連携、地元雇用・地元産材の調

達等、地域貢献に資するビジネスモデル構築に努めることとします。 
イ 提案を行う際には、次の事項を必ず記載することとします。 

    ①施策の名称 
    ②事業の内容 
    ③事業者の提案に対する優位性や独創性 
    ④公共的な視点の内容 
    ⑤市の行政経営に対する貢献 

ウ 提出書類の取扱い・著作権等 
   （ア）提出書類の著作権は、提案者に帰属しますが、提出書類の返却は行いませ

ん。 
   （イ）提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国の法

に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、工事材

料、施工方法、維持管理方法等を使用した結果生じた責任は、提案を行っ

た提案者が負うものとします。 
   （ウ）福知山市情報公開条例に基づき、情報公開請求により提案概要のみを公開

対象とし、公開することがあります。 
エ その他、提案者は次の事項を確認のうえ、提案することとします。 
（ア）必要に応じ追加資料の提出を求めることがあること。 
（イ）応募に関する全ての書類作成及び提出に係る費用は、提案者負担となる 

こと。 

 
５ 協議対象の選定 

（１）参加資格の審査 
   ア 提案者が参加資格条件等を満たしているか審査を行います。 
   イ アと併せて、提案書類の内容が提案要件を満たしているか書類審査します。 

ウ 審査の結果、ア及びイの要件を満たしていることが確認された提案を有効 
提案とし、提案者に対して審査結果を参加資格審査結果（様式第１１号） 
で通知します。 

   エ 有効提案となった提案を提出した者に対しては、提案審査の日程等をプレゼ 
ンテーションの実施について（通知）（様式第１２号）で通知します。 

オ 書類審査の結果に対する異議については、申し立て不可とします。 
（２）提案の審査 

    市が設置する審査委員会において、有効提案について審査を行います。 
   ア 審査委員会は、原則として提案内容に関連する所管部長等で構成し、必要 

に応じて外部有識者を含めることとします。 
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イ 審査委員会は、提案者によるプレゼンテーションを受け審査を行います。 
   ウ 審査委員会は、提案の中から市の行政経営に貢献し、かつ実現性の高い 

案件を協議対象提案として選定します。 
   エ 協議対象となった提案をした者を優先交渉権者とします。 
（３）提案審査の視点 

    提案審査は、次の視点・項目等をふまえ、提案内容ごとに行うこととします。 
   ア 【施設の価値向上等】 

市民・地域ニーズに応じた、十分な施設の価値向上につながる事業内容で 
あるか 

イ 【地域経済の活性化等】 
地域の雇用・経済等の活性化について大きく資することができるか 

   ウ 【実現性・経営の安定性等】 
提案内容に無理がなく、契約期間中において持続的・安定的に事業実施を 

行うことができるか 
  エ 【法令適合性、リスク管理等】 

民間活力等の導入にあたって支障となる事項はないか 
オ 【財源負担の軽減等】 

新たに発生する業務（契約締結、指導、モニタリング等）を含めて、市の 
    コスト減（又は歳入の増加）となるか 
（４）審査結果の通知・公表 

   ア 提案審査の結果は、【施 設 名】にかかる民間提案募集の企画提案者の選定 
結果（様式第１３号の１、２、３）で通知することとします。 

   イ 提案審査の結果に対する異議については、申し立て不可とします。 
   ウ 審査結果は、市ホームページで公表します。 
   （ア）協議対象となった提案は、「案件名・提案事業者名・提案概要」を公表 

します。  
   （イ）協議対象から外れた提案は、「案件名」のみ公表します。 

 
６ 協定の締結・詳細協議 

 （１）協定の締結 
    市は、優先交渉権者と協定を締結したうえで提案内容の具体化に向けた協議 

を開始することとします。 
（２）事業化に向けた協議 

   ア 市と優先交渉権者は、提案内容を基に具体化に向けて協力して詳細協議や 
    必要な手続き等を行います。 
   イ 提案の具体化に関して必要がある場合は、別に施設管理者・指定管理者等 

と同様の協議を行い、協定の締結等によって事業実施に向けて調整します。 
   ウ 協議及び関係者との調整等の結果、協議が成立（双方が合意）に至った場 

合、優先交渉権者を活用事業者とします。 
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（３）協議における留意事項 
   ア 協議は、原則として優先交渉権者が行った提案の範囲内で行います。 

イ 協議にかかる費用は、優先交渉権者の負担とします。 
   ウ 協議の結果は、市ホームページで公表します。 
   （ア）合意に至った場合は、「案件名・事業者名・提案概要」を公表します。 
   （イ）合意に至らなかった場合は、「案件名・事業者名・提案概要・合意に至ら 

なかった理由」を公表します。 
   エ 本制度は、解除条件付きの制度であり、優先交渉権者との協議が成立した 

場合においても、事業実施に係る議案が議会で承認されない等の事由により、 
提案事業が実施できなくなった場合には、提案内容は具体化されません。 

    
７ 契約・事業実施 

（１）契約締結 
    協議成立後、提案事業の実施について優先交渉権者と随意契約を締結します。 
 （２）契約の時期 
    市と活用事業者は、次に定める時点において契約を締結します。 

ア 市議会による議決が必要な場合は、議案の提出までの時点。ただし、締結 
は仮契約とし、当該議案が成立したとき、本契約としての効果を有します。 

   イ 市議会による議決が不要な場合は、協議が成立した時点 
（３）事業実施 
   契約締結後、活用事業者は、責任をもって提案内容を履行することとします。 

 
 
※再掲 地方自治法第９６条第１項第６号に基づく議会の承認が必要な場合 

「条例で定める場合を除くほか、財産を交換し、出資の目的とし、若しくは支払手段

として使用し、又は適正な対価なくしてこれを譲渡し、若しくは貸し付けること。」 

  公共施設マネジメント民間提案制度で考えられるのは以下のような例です。 

  ・条例で定めた貸付や売却にかかる算定方法とは別の方法で算出した場合 

・建物の賃料を無償貸付とした場合 

  ・面積が 1件、5,000 ㎡以上の売払を行う場合 など 
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１ 提案審査 

 市が設置する審査委員会において、下記表Ⅰの「資格要件」を満たしていることを

判断した上で、下記表Ⅱの「選定基準」に基づき審査を行います。 

審査委員会は、報告された事前審査の結果に基づき審査し、「資格要件」を満たし

ていないと判断された提案者は、失格となります。 

 

２ 審査項目と審査方法について 

審査委員会は、「選定基準」に基づき審査を行います。審査委員は、選定基準及び

評価方法に基づき審査項目ごとに採点を行います。 

各応募者の総合点数の算出方法は、各審査項目について、各審査委員の評価点を平

均して算出します（小数点第２位四捨五入）。その評価点を合計し当該応募者の総合

点数とします。総合点数が最高得点の応募者を優先交渉権者として選定します。総合

点数が同点の場合は、審査委員との協議のうえ審査委員長が優先交渉権者を選定しま

す。なお、応募者が１者の場合も上記の方法に準じて審査を行います。 

応募者が複数、１者のいずれの場合も、総合点数が配点合計の６割以上の得点とな

った場合に優先交渉権者として選定します。 

 
審査項目 評価内容 判定 

Ⅰ 
資
格
要
件 

応募資格 
福知山市公共施設マネジメント民間提案制
度運用指針に基づく募集要領の条件を満た
しているか 

適・否 

Ⅱ 
選
定
基
準 
 

施設の価値向上等 
市民・地域ニーズに応じた、十分な施設の価

値向上につながる事業であるか 
30 

地域経済の活性化等 
地域の雇用・経済等の活性化について大きく
資することができるか 

20 

実現性・経営の安定性
等 

提案内容に無理がなく、契約期間中において
持続的・安定的に事業実施を行うことができ
るか 

15 

法令適合性、リスク管
理等 

民間活力等の導入にあたって支障となる事
項はないか 

15 

財源負担の軽減等 
新たに発生する業務（契約締結、指導、モニ
タリング等）を含めて、市のコスト減（又は
歳入の増加）となるか 

20 

合  計 100 
 

  

第３章 優先交渉権者の選定方法 
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３ 評価点の判断基準 

審査項目に係る評価の判断基準 評価 得点の算出方法 

実施内容が優れている Ａ 配点×1.00 

実施内容がやや優れている Ｂ 配点×0.75 

実施内容が標準的である Ｃ 配点×0.50 

実施内容がやや劣っている Ｄ 配点×0.25 

実施内容が劣っている(加点水準に達していない) Ｅ 配点×0.00 

 
４ 評価についての統一的考え方 

  評価内容「市民・地域ニーズに応じた、十分な施設の価値向上につながる事業であ

るか」と「地域の雇用・経済等の活性化について大きく資することができるか」につ

いて、各評価の判断は、下記の考え方により統一的な判断を行うよう留意してくださ

い。 
 なお、上記以外の評価内容については、客観的事実により各審査委員が審査するも

のとします。 

 
 統一的な考え方：評価内容について「いつ・誰に・何を・どのように・なぜ（目的）」 

の５つの観点により提案内容の具体性や計画性を評価する。 

 
 上記の「統一的な考え方」により、評価点の判断基準は、下記の基準で評価を行うこ

ととします。 
審査項目に係る評価の判断基準 評価 評価 

具体的かつ計画的な実施内容となっている 観点が４つ以上ある Ａ 

具体的な実施内容となっている 観点が３つある Ｂ 

実施内容について一定記載がある 観点が２つある Ｃ 

実施内容について記載がある 観点が１つある Ｄ 

実施内容について記載がない 観点が０ Ｅ 

 

５ 客観的な評価が可能な場合について 

  評価基準の内、【財源負担の軽減等】の中で、賃借料のように評価を客観的に行え

る場合について、以下のような算定に基づいて評価できることとします。 
             満点  × （当該事業者の提案価格／提案のうち最高価格） 

 価格点：１６．７点 ＝２０点×（2,000,000 円／2,400,000 円） 
 ※評価点の端数処理については、小数点第２位四捨五入とします。 
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１ 随時募集リストへの掲載 

募集期間内に提案がなかった場合をはじめとして、継続的に民間提案を求めるべき 
案件については、随時募集リストに掲載することもできます。 
当初から随時募集で民間提案を求める場合は、公共施設マネジメント推進本部会議 

において随時募集に係る審査を行います。審査事項は、①民間提案制度方式を採用し

随時募集する理由に関すること、②随時募集の期間に関すること、③参加資格要件、

評価方法の方針に関すること、④その他民間提案制度の運用に関して必要な事項です。 
随時募集を行う前に公共施設マネジメント推進本部会議において案件承認を受けて

いる場合は、同会議に随時募集への移行に係る報告を行います。 
上記のプロセスを経たうえで、随時募集を行う案件は、「随時募集リスト」へ掲載し

ます。 

 

２ 契約の解除 

契約期間中に事業者が次のいずれかに該当する場合は、当該契約を解除します。ま

た、その後の原状回復等に係る経費については事業者が負担し、その他に生じた損害

等についても、事業者がその責めを負うこととします。  
（１）契約としての効力発生の前に事業者が本指針に規定する参加資格要件を満たさ

なくなったとき 
 （２）事業者の役員等が、暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を

有していると認められるとき 
 （３）契約の期間内であっても、事業者が市からの具体化のための詳細協議への参加

に応じず、協定の目的を達成できないと認めたとき 
 （４）事業者が法律、条例等に違反し、又はそのおそれがあると市長が認めたとき 
（５）その他事業者が契約に定める内容に違反したとき 

 
３ リスク負担 

（１）第三者に損害が生じた場合のリスク負担 
事業者が実施した事業により第三者に損害が生じた場合や、提案内容が第三 

者の商標権等を侵害した場合の負担は、事業者が負担することとします。 
（２）その他のリスク負担 
   その他、本指針及び契約に定めのないリスクが生じた場合は、市と事業者が 

協議のうえ、リスク負担を決定します。 

  

第４章 提案の随時募集ほか 
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１ 用語の解説 
「知的財産」 
人間の幅広い知的創造活動の成果について、一定期間の独占権を与えるようにした

のが知的財産権制度です。知的財産権は、様々な法律で保護されています。 

  
 各提案者から提出された提案書等については、民間事業者の大切なノウハウが詰め込

まれたものです。本制度では、事前協議の段階から、それぞれの事業者と対象となる

公共施設の将来像について協議を行いながら形をつくりあげることになるため、法令

の範囲に限らず、事業者の案段階（アイデア段階）についても民間事業者の知的財産

として捉えます。提案書等の取扱いについては十分注意してください。 

 
「解除条件付きの制度」 
 契約書を締結する際に、一定の事実が発生する（条件が成就する）ことにより、効力

を消滅させる旨、協定書の中に記載します。解除条件付き契約は、契約締結時に契約

の効力は発生しています。したがって、解除条件付き契約は、条件が成就・発生した

ら、契約を解除し、効力を消滅させるものです。 
 （※比較 停止条件付契約…一定の事実が発生する（条件が成就する）ことにより、

初めて効力が生じる契約です。） 

 
２ 様式集 

次頁以降に、本制度の実施に係る様式を掲載します。 

  

知的財産権（産業財産権に加えた広い範囲） 

・著作権（著作権法） 

・回路配置権（半導体集積回路の回路配置法） 

・育成者権（種苗法） 

・地理的表示（地理的表示法など） 

・商品表示・商品形態（不正競争防止法） 

・商号（会社法・商法） 

産業財産権 

・特許権（特許法） 

・実用新案権（実用新案法） 

・意匠権（意匠法） 

・商標権（商標法） 

第５章 資料編 


